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①なぜ「防災」の取り組みは必要なのか？

②キャンパス防災の取り組み事例

③学生への啓発の現状

④個人（学生）での「防災」への取り組み
課題とヒント
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なぜ「防災」の取り組みが必要なのか？
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日本が地震の多い国
マグニチュード6.0以上の地震回数

（2004年～2013年） 死者・行方不明地 震 名年 月 日

6,437阪神・淡路大震災（M7.3）平成 7. 1.17

230北海道南西沖地震（M7.8）平成 5. 7.12

104日本海中部地震（M7.7）昭和58. 5.26

142チリ地震津波昭和35. 5.23

3,769福井地震（M7.1）昭和23. 6.28

1,443南海地震（M8.0）昭和21.12.21

2,306三河地震（M6.8）昭和20. 1.13

1,223東南海地震（M7.9）昭和19.12. 7

1,083鳥取地震（M7.2）昭和18. 9.10

3,064昭和三陸地震津波（M8.3）昭和 8. 3. 3

2,925北丹後地震（M7.5）昭和 2. 3. 7

約105,000大正関東地震（M7.9）大正12. 9. 1

209陸羽地震（M7.2）明治29. 8.31

7,273濃尾地震（M7.9）明治24.10.28

(18,000以上)東日本大震災（M9.0）平成23. 3.11

273熊本地震（M7.3）平成28. 4.14

21,959明治三陸地震津波（M7.1）明治29. 6.15

272北伊豆地震（M7.3）昭和 5.11.26

726庄内地震（M7）明治27.10.22

428北但馬地震（M6.8）大正14. 5.23約130年間で20件

約6.5年に1回

日本で起きた主な地震

（死者・行方不明者100人以上）
※明治中期以降

いつ起きてもおかしくない→必ず大規模災害は起きる



組織としての「防災」（取り組むべき3つの対策）
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1.従業員を守るための対策
防災訓練を実施し、従業員向けの災害時の行動マニュアルを作成して配布し、災害時に全
社で情報を共有し整備する。また、帰宅困難となった場合の対策として、水、食料、毛布

やその他の防災用品の備蓄をしておく必要がある。従業員や顧客を守り、事業を継続さ
せるために必要不可欠。

2.設備を守るための対策
設備などに対する物的資源への被害を最小に抑えるための対策が必要。設備が地震や風水
害に耐えられるかどうかをチェックし、金具による固定、落下防止バーやベルト、ネット、
室内免震装置などの設置を行う必要がある。さらに、部品調達先などサプライチェーン上
の企業の設備等が被災した場合も想定して、部品調達先を複数にするなどのリスクの分散
化も検討が必要。

3.データを守るための対策
事業を継続するために必要なデータの保護を行う。具体的にはバックアップデータの遠隔
地保管やシステムのクラウドへの移行が候補。その際、堅ろうなデータセンターにデータ
を格納することも重要だが、同時にデータの復旧がどれだけスピーディーかつスムーズに
行えるかという点にも配慮する必要がある。復旧を容易にするためには、復旧ポイントが
常に最新状態に保たれているかどうかも問題。また、停電時にはUPS（無停電電源装置）
などによる電力供給の手段が用意されていることも不可欠。

＜労働契約法 第5条（労働者の安全への配慮）条文＞
使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、
身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、
必要な配慮をするものとする。



教育機関としての「防災」（教育活動）
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1.教職員に対しての教育活動
教職員向けの災害時の行動マニュアルを作成して配布する。防災訓練を実施する。

2.学生に対しての教育活動

学校保健安全法に基づく取組について（文部科学省資料抜粋）
https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1422067_00001.htm

学校における取組
①学校安全計画の策定・見直し
②実践的な防災教育の実施
防災を含む安全に関する教育については、児童生徒等が安全に関する資質・能力を教
科等横断的な視点で確実に育むことができるよう、自助・共助・公助の視点を適切に
取り入れながら、地域の特性や児童生徒等の実情に応じて、各教科等の安全に関する
内容のつながりを整理し教育課程を編成することが重要です。その際、学校において
は、「カリキュラム・マネジメント」の確立を通じた系統的・体系的な安全教育を推
進することが求められます。
また、学校は日常生活において、危険な状況を適切に判断し、回避するために最善を
尽くそうとする「主体的に行動する態度」を育成するとともに、危険に際して自らの
命を守り抜くための「自助」、自らが進んで安全で安心な社会づくりに参加し、貢献
できる力を身に付ける「共助・公助」の視点から防災教育を推進することが必要です。
各学校においては、学校安全計画の見直しにおいて、こうした防災教育についても取
り入れるよう検討をお願いします。



千葉商科大学の「防災」（各組織の連携が課題）
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キャンパス防災の取り組み事例① BCP策定「 千葉商科大学BCP（事業継続計画 ）」 概要
大きな災害が発生した際にも学生・教職員の安全を確保すると共に、教育機関としての責務を果たすために業務の維持・早期復旧を目的とする。
また、避難所として避難住民を受入れる際の運営方法をあらかじめ明確にし備える。

【 想定災害:市川市内で震度５強以上を観測する大地震 】

１ 初動対応編

２ 復 旧 編

３ 避難所開設編

４ 資 料 編

１ BCP（事業継続計画）の構成 ３ 初動対応編の特徴

２ 発災からの経過時間と対応するマニュアル内の各編
５ 自家発電設備等の活用

発災時からの対応に合わせて「初動対応編」「復旧編」「避難所受入れ編」「資料編」の４部
構成となっている。

大地震発生時から災害対策本部の活動開始までの初動期を中心に、各自が実施すべき業務を整
理し、職員一人ひとりが、迅速かつ適正に対策を実施できるよう、大地震発生時の配備体制や職
員の参集のあり方を具体的に示すことを目的としている。

大地震発生から３日程度経過し、大学としての業務を早期復旧、再開するための活動を具体的に
示すことを目的としている。本マニュアルでは、発災日を「1月20日」と想定し、「3月1日」に大学として
の業務を開始するための部署毎の具体的活動内容を検討し、記載している。

市川市と締結した協定に基づき、大災害発生時に発生することが予想される避難者を「避難所」と
して一時的に受入れる際の運営方法を記載している。
■避難所として開放する予定施設 : 「合宿所」 「HUB（The University HUB）」の2施設

周辺の避難所／避難場所、災害発生時の設備、災害情報の収集手段、当キャンパスの備蓄品の
配備状態など、日頃から知っておくべき情報を記載している。

地震発生直後から6時間程度の行動

発災後３日間程度、避難所として住民受入れる際の行動

日頃から確認すべき防災情報

復旧活動を開始する際の行動

大地震発生時からの経過時間に対応するマニュアルは、以下のとおり。
発生直後は、人命の安全を確保・避難・二次災害防止・負傷者対応・安否確認など 「 初動対応
編 」 に従い活動を行い、初動対応が一段落ついた後、「復旧編」に従い大学としての業務を継続
する。

３日以降、復旧まで

資料編
初動対応編 復旧編

避難所開設編

～３日程度数時間 (６時間程度)大地震発生日常の対策

４ 復旧編の特徴

災害対策本部を設置する予定の 「本館 3-1会議室」、「本館 1-1会議室」は自家発電機により、避
難所として受入れ予定の「合宿所」「HUB」は蓄電池設備により、停電時にも給電が可能となっている。
【災害対策本部設置予定箇所】
● 3-1会議室 : 自家発電機により、照明及びコンセントが39時間使用可能
● 1-1会議室 : 自家発電機により、照明が39時間使用可能

【避難住民受入れ予定施設】
● 合宿所 : （1階～3階が給電対象）

□ 全照明設備を点灯させる場合、約５時間利用可能
●HUB（1階～3階が給電対象）

□ 平時と同程度に照明・コンセントを利用する場合、 約3時間利用可能
□ スマートフォンの充電のみに用いる場合、約3,700台を充電可能

（太陽光発電設備による充電も可能）

「災害対策本部」 と 「自衛防災隊」

市川キャンパス全体の情報収集と対応を決定する 「災害対策本部」 と、 各建物毎に組織される
「自衛防災隊（避難救護班）」 の構成と任務、活動を記載している。

■自衛防災隊の主な任務: 「初期消火」、「避難誘導」、「救護」

大地震発生直後の具体的行動を記載

「勤務時間内」、「イベント開催時」、「勤務時間外」 のケースに分け、災害対策本部、教員、職員で
構成する自衛防災隊など、役割別にどのような行動をとるべきかを記載している。

一般的な事業継続計画では、災害の発生日を特定することは無い。ただし大学は、時期により業務の
内容や量が大きく変動する特徴がある。そこで、業務が最も多忙である 「1月20日」 に大地震が発生
したと想定し、「3月1日」 に大学としての業務を開始することを目標としてマニュアルを記載した。

各部署毎に「初動対応」、「復旧に向けた活動」、「災害発生後のみ特別に発生する業務」を洗い出
すと共に、業務再開のために「目標時間までに必ず復旧が必要」な業務、「目標時期までの復旧が望ま
しい」業務を明確にして、必要なリソース・活動の終了条件を記載している。



キャンパス防災の取り組み事例② CUC防災ガイドの作成、配布

CUC防災ガイド（初動対応と避難場所の周知）



2021年6月13日（日）

第一回「車（シャ）バイバル」開講
於:千葉商科大学
※2024年10月3日（木）実施予定

＜開講のきっかけ＞
近年大規模水害（台風）は関東でも頻繁に発生している。
国府台という高台（海抜20M以上）を利用した避難を
考えた際、「車」は非常に有効なツールとなる。
避難者として、また、避難受入側として何が出来るのか
を習得することが今回の目的。
規模感を把握するため今回は提案日程に参加可能な機関
のみご参加いただいた。

参加機関：和洋女子大学、東京医科歯科大学、千葉商科大学

キャンパス防災の取り組み事例④ クルマの活用（自助力、高台を活かす）



学生への啓発の現状②

国府台コンソーシアム「防災の日」 2024年10月3日（木）@千葉商科大学 （今年で３年目）
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一例
①夫「勤務先（大学）」妻「最寄り公民館」長女「通学先（大学）」次女「通学先（高校）」
※この情報を家族全員が共有（記憶）しておくことが重要※
②おち合う場所は「最寄り公民館、もしくは隣の公園」
③妻、夫、長女、次女の順。ガスの元栓の操作方法は全員共有済み。
④非常時持ち出し品は下駄箱の一区画にまとめて収納。分担は無し。
※普段使いの物品で避難グッズになるものを共有※（一例：ポータブル充電器、汗拭きシート）
※車が移動手段となり、避難場所になり、電気を使える場所になることも家族で共有※
→ガソリンは半分以下にはしない、給油をマメに実施

勤務先滞在時間は8.5H×242日＝2,057H
1年間24H×365日＝8,760Hのうち約23％
→通学先（勤務先）以外で災害が起きる可能性は約77％

個人単位では、どこまで準備できていますか？

個人での「防災」への取り組み 課題とヒント

通信機器が
使えなくても
慌てずに
行動できる
準備をする

個人での防災対策は
出来ていますか？
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防災を「自分ごと化」する

個人の防災対策が出来ると組織（大学）の防災対策に興味が出るようになる

個人で発災時にどこに逃げますか？家族はどこにいますか？どこに行きますか？
→組織（大学）で発災時、避難場所はどこですか？発災時の環境で違う？（平日or土日）
個人で避難グッズに何が必要ですか？どこに準備していますか？いくつありますか？
→組織（大学）には何がありますか？どこにありますか？いくつありますか？

「誰かが助けてくれる」ではなく「自分が自分を助け、その次に誰か（家族や仲間等）を助ける」

防災を「自分ごと化」することが最も重要



ご清聴
ありがとう

ございました




